
一般会計等 （単位：円）
金額 金額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 2,385,218 固定負債 -
有形固定資産 2,385,218 地方債 -
事業用資産 1,953,000 長期未払金 -
土地 - 退職手当引当金 -
立木竹 - 損失補償等引当金 -
建物 19,530,000 その他 -
建物減価償却累計額 △ 17,577,000 流動負債 83,320
工作物 - 1年内償還予定地方債 -
工作物減価償却累計額 - 未払金 -
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 -
航空機 - 預り金 83,320
航空機減価償却累計額 - その他 -
その他 - 83,320
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 - 固定資産等形成分 12,492,960
インフラ資産 - 余剰分（不足分） 31,514,971
土地 -
建物 -
建物減価償却累計額 -
工作物 -
工作物減価償却累計額 -
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 -
物品 2,597,760
物品減価償却累計額 △ 2,165,542
無形固定資産 -
ソフトウェア -
その他 -
投資その他の資産 -
投資及び出資金 -
有価証券 -
出資金 -
その他 -
投資損失引当金 -
長期延滞債権 -
長期貸付金 -
基金 -
減債基金 -
その他 -
その他 -
徴収不能引当金 -

流動資産 41,706,033
現金預金 31,598,291
未収金 -
短期貸付金 -
基金 10,107,742
財政調整基金 10,107,742
減債基金 -
棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 - 44,007,931

44,091,251 44,091,251
純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

【様式第1号】
貸借対照表

（平成29年 3月31日現在）

科目 科目

負債合計



一般会計等 （単位：円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

-

【様式第２号】

行政コスト計算書
自　平成28年 4月 1日

至　平成29年 3月31日

科目 金額

226,396,891

35,960,019

13,282,700

10,404,530

-

190,436,872

2,878,170

22,677,319

20,580,247

-

2,097,072

-

-

-

-

-

190,436,872

-

-

-

-

2,351,382

-

2,351,382

224,045,509

-

-

-

-

-

-

-

-

224,045,509



一般会計等 （単位：円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 14,587,001 25,799,462

純行政コスト（△） 224,045,509

財源 227,666,977

税収等 227,666,977

国県等補助金 -

本年度差額 3,621,468

固定資産等の変動（内部変動） △ 2,094,041 2,094,041

有形固定資産等の増加 - -

有形固定資産等の減少 △ 2,097,072 2,097,072

貸付金・基金等の増加 3,031 △ 3,031

貸付金・基金等の減少 - -

資産評価差額 -

無償所管換等 -

その他 - -

本年度純資産変動額 △ 2,094,041 5,715,509

本年度末純資産残高 12,492,960 31,514,971

3,621,468

【様式第３号】

純資産変動計算書
自　平成28年 4月 1日

至　平成29年 3月31日

科目 合計

40,386,463

224,045,509

227,666,977

227,666,977

-

-

-

3,621,468

44,007,931

-



【様式第4号】

一般会計等 （単位：円）

【業務活動収支】

業務支出 224,299,819

業務費用支出 33,862,947

人件費支出 13,282,700

物件費等支出 20,580,247

支払利息支出 -

その他の支出 -

移転費用支出 190,436,872

補助金等支出 190,436,872

社会保障給付支出 -

他会計への繰出支出 -

その他の支出 -

業務収入 230,084,808

税収等収入 227,666,977

国県等補助金収入 -

使用料及び手数料収入 -

その他の収入 2,417,831

臨時支出 -

災害復旧事業費支出 -

その他の支出 -

臨時収入 -

業務活動収支 5,784,989

【投資活動収支】

投資活動支出 3,031

公共施設等整備費支出 -

基金積立金支出 3,031

投資及び出資金支出 -

貸付金支出 -

その他の支出 -

投資活動収入 -

国県等補助金収入 -

基金取崩収入 -

貸付金元金回収収入 -

資産売却収入 -

その他の収入 -

投資活動収支 △ 3,031

【財務活動収支】

財務活動支出 -

地方債償還支出 -

その他の支出 -

財務活動収入 -

地方債発行収入 -

その他の収入 -

財務活動収支 -

5,781,958

25,733,013

31,514,971

前年度末歳計外現金残高 79,809

本年度歳計外現金増減額 3,511

本年度末歳計外現金残高 83,320

本年度末現金預金残高 31,598,291

前年度末資金残高

本年度末資金残高

資金収支計算書
自　平成28年 4月 1日

至　平成29年 3月31日

科目 金額

本年度資金収支額
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一般会計等財務書類：注記 

１．重要な会計方針 

(1)有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

①有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

②無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

(2)有形固定資産等の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物 10 年 

物品 5 年～6年 

②無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

（ソフトウェアについては、当広域連合における見込利用期間（5年）に基づく定額法によってい

ます。） 

③リース資産 

ア．所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

イ．所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

･･････････リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法 

(3)引当金の計上基準及び算定方法 

①徴収不能引当金 

未収金については、過去 5年間の平均不納欠損率により（又は個別に回収可能性を検討し）、徴収

不能見込額を計上しています。 

長期延滞債権については、過去5年間の平均不納欠損率により（又は個別に回収可能性を検討し）、

徴収不能見込額を計上しています。 

(4)リース取引の処理方法 

①ファイナンス・リース取引 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

②オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

(5)資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物 
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なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んで

います。 

(6)その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

①物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が 50 万円（美術品は 300 万円）以上の場合に資産として

計上しています。 

ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

②資本的支出と修繕費の区分基準 

資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が 60万円未満であるとき、又は固定資産の取得

価額等のおおむね 10％未満相当額以下であるときに修繕費として処理しています。 

２．追加情報 

(1)財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

①一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

一般会計 

②地方自治法第 235 条の 5 に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間

における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

(2)貸借対照表に係る事項 

①売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

範囲：売却予定とされている公共資産 

今年度該当する公共資産はありません。 

(3)純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

①固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。 

②余剰分（不足分） 

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

(4)資金収支計算書に係る事項 

①基礎的財政収支 5,784,989 円 

②既存の決算情報との関連性 

 収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書 255,817,821 円 224,302,850 円

財務書類の対象となる会計の 

範囲の相違に伴う差額 
0 円 0 円

資金収支計算書（前年度末資金残高を

収入として含む） 
255,817,821 円 224,302,850 円
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③資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳 

資金収支計算書  

業務活動収支 5,784,989 円 

未収債権額の減少 △66,449 円 

減価償却費 △2,097,072 円 

純資産変動計算書の本年度差額 3,621,468 円 



①有形固定資産の明細 （単位：円）

②有形固定資産の行政目的別明細 （単位：円）

1,953,000

-

-

1,953,000

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

432,218

2,385,218-                           432,218合計 -                           -                           1,953,000               -                           -

-                           -

 物品 -                           -                           -                           -                           -                           -                           432,218

　　建設仮勘定 -                           -                           -                           -                           -

-                           -

　　その他 -                           -                           -                           -                           -                           -                           -

　　工作物 -                           -                           -                           -                           -

-                           -

　　建物 -                           -                           -                           -                           -                           -                           -

　　土地 -                           -                           -                           -                           -

-                           -

 インフラ資産 -                           -                           -                           -                           -                           -                           -

　　建設仮勘定 -                           -                           -                           -                           -

-                           -

　　その他 -                           -                           -                           -                           -                           -                           -

　　航空機 -                           -                           -                           -                           -

-                           -

　　浮標等 -                           -                           -                           -                           -                           -                           -

　　船舶 -                           -                           -                           -                           -

-                           -

　　工作物 -                           -                           -                           -                           -                           -                           -

　　建物 -                           -                           1,953,000               -                           -

-                           -

　　立木竹 -                           -                           -                           -                           -                           -                           -

　　土地 -                           -                           -                           -                           -

合計

 事業用資産 -                           -                           1,953,000               -                           -                           -                           -

2,097,072               2,385,218

区分
生活インフラ・
国土保全

教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務

合計 22,127,760              -                           -                           22,127,760              19,742,542

-                           -

 物品 2,597,760               -                           -                           2,597,760               2,165,542               144,072                  432,218

　　建設仮勘定 -                           -                           -                           -                           -

-                           -

　　その他 -                           -                           -                           -                           -                           -                           -

　　工作物 -                           -                           -                           -                           -

-                           -

　　建物 -                           -                           -                           -                           -                           -                           -

　　土地 -                           -                           -                           -                           -

-                           -

 インフラ資産 -                           -                           -                           -                           -                           -                           -

　　建設仮勘定 -                           -                           -                           -                           -

-                           -

　　その他 -                           -                           -                           -                           -                           -                           -

　　航空機 -                           -                           -                           -                           -

-                           -

　　浮標等 -                           -                           -                           -                           -                           -                           -

　　船舶 -                           -                           -                           -                           -

1,953,000               1,953,000

　　工作物 -                           -                           -                           -                           -                           -                           -

　　建物 19,530,000              -                           -                           19,530,000              17,577,000

-                           -

　　立木竹 -                           -                           -                           -                           -                           -                           -

　  土地 -                           -                           -                           -                           -

【様式第５号】

附属明細書
１．貸借対照表の内容に関する明細

（１）資産項目の明細

本年度償却額
（F)

差引本年度末残高
（D)－（E)
（G)

 事業用資産 19,530,000              -                           -                           19,530,000              17,577,000              1,953,000               1,953,000

区分 前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E)



③基金の明細 （単位：円）

財政調整基金 10,107,742               -                            -                            -                            10,107,742 10,107,742

合計 10,107,742               -                            -                            -                            10,107,742 10,107,742

(参考)財産に関する
調書記載額

種類 現金預金 有価証券 土地 その他
合計

(貸借対照表計上額)



２．行政コスト計算書の内容に関する明細

（１）補助金等の明細

名称

広域連合協議会分担
金

職員人件費負担金

事務所管理費負担金

光熱水費等負担金

（単位：円）

区分 相手先 金額 支出目的

職員派遣元の市町村への人件費負
担分

岐阜市 1,067,132
執務室（岐阜市柳津地域事務所）の
管理費の内広域連合の負担分

合計 190,436,872

その他の補助金等

岐阜市

全国後期高齢者医療広域連合協議会 50,000

488,979

全国広域連合協議会に対する47広
域連合一律の分担金

執務室（岐阜市柳津地域事務所）の
光熱水費等の内広域連合の負担分

岐阜市ほか19市町村 188,830,761



（１）財源の明細 （単位：円）

会計 区分 財源の内容 金額

227,666,977

227,666,977

３．純資産変動計算書の内容に関する明細

一般会計
税収等

合計

分担金及び負担金



国県等補助金 地方債 税収等 その他

純行政コスト 224,045,509       -                     -                     221,948,437       2,097,072

有形固定資産等の増加 -                     -                     -                     -                     -

貸付金・基金等の増加 -                     -                     -                     -                     -

その他 -                     -                     -                     -                     -

合計 224,045,509       -                     -                     221,948,437       2,097,072

（２）財源情報の明細 （単位：円）

区分 金額
内訳



（１）資金の明細 （単位：円）

種類 本年度末残高

現金 -

要求払預金 125,367

譲渡性預金 377,675

定期預金 31,095,249

合計 31,598,291

４．資金収支計算書の内容に関する明細


